
389廃 棄 物学 会 論 文 誌,Vol.15,No.5,pp.389-397,2004

【論 文 】

環境意識の特 には高 くない通常 の事務系オフィスに対 し,

環 境配 慮 行 動 を促 した時 の行 動 変 容

謝 双 玉*・ 早 瀬 光 司*・ 井 山 慶 信*

壁 谷 彩 代**・ 金 載 分*・ 鄭 桓 檮*

【要 旨】 環境意識の特には高くない通常の事務系オフィスを実験系として,1995年 か ら2002年 まで

の8年 間の系に対する物質収支を環境面から継続実態調査として測定した。その測定時や測定後にいく

つかの点について事務所に環境配慮行動をするように促 し,ど のような行動変容があるかを現場実験と

して明らかにした。 うら紙については事務所の自発的なうら紙ボックスの設置とうら紙の使用という行

動変容が起 きたが,再 生紙はほとんど購入 されることはなく紙 ごみもほとんど資源化分別されなかった。

うら紙使用については社員の入れ代わり,事 務所の配置による影響があると考えられた。 コピー機,プ

リンター,デ スク トップパ ソコンについては環境配慮行動の促 しにより使用電力量が削減で きたが,

ノー トパ ソコンについては増加 した。 コピー機,プ リンター,デ スクトップパソコンのように間歇的に

使用するものは節電に取 り組みやすく,ノ ー トパソコンのように半継続的に使用するものは行動変容を

起 こしにくい傾向のあることがわかった。

キーワー ド:行 動変容,プ ロンティング法,フ ィー ドバック法,現 場実験

1.は じ め に

環境に配慮 した企業行動の取 り組みに関する研究は,

環境対策を社会的責任あるいは企業戦略として取 り入れ

ている大企業を中心 として行われている1-3)。一方,通

常の事務系オフィスにとっては環境への取 り組みがまだ

身近なものになってなく,ど のような環境行動が見 られ

ているかは論 じられることが少なかったので,そ の現場

の行動をうまくキャッチしてそれに適 した環境負荷削減

の方策を立てる必要がある。

1999年,広 島市 は広島市内に立地する事業所を対象

に「環境に関する事業所アンケー ト調査」4)を行った。そ

の結果によると,事 業所が環境問題への取り組みを進め

る上での問題点 として 「手間や時間がかかる」,「ノウハ

ウの不足」,「環境問題の現状 と対策に関する情報 の不

足」等の主にソフ ト面において問題を抱えていると指摘

された。 今後の取 り組みの意向としては,「 現在よりも

積極的に取 り組みたい」 とする事業所 も多いが,「 社会

情勢や同業者の動向を見て,今 後の取 り組みを考えた

い」とする消極的な意向を持つ事業所が最 も多かった。

上記のような環境意識の高 くない状態の事務所の抱えて

いる問題点や状況等を考慮 して環境に取 り組むように支

援する方策を立てる必要があるであろう。

社会システムの環境負荷実態の評価については 「系」

と 「環境」との関わり方を具体的,数 量的,実 証的に明

らかにし,そ れ らがやりとりする物質とエネルギーの収

支を把握する必要がある。系は周 りの環境から物質 とエ

ネルギーを導入 し,系 内で加工 ・生産 し,生 産物と廃物

を環境に送出する5,6)。一般 事務系オフィスの環境負荷

実態の評価における枠組みの設定において,こ の 「系」

と 「環境」に関する理論をベースにし,行 動分析学のプ

ロンプティング法とフィー ドバ ック法を取 り入れること

にした。
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Burgressら7)が 初 め て 行 動 分 析 方 法 を 環 境 配 慮 活 動

(散 乱 ご み の ピ ック ア ップ)に 応 用 して以 来,多 くの研

究 で は,行 動 分 析 の理 論 と方 法 を用 い て,環 境 配 慮 行 動

の 変 容 を 分 析 し試 験 し た。 た と え ば,散 乱 ご み の 減

少8-10),廃 棄 物 減 少 と 資 源 ごみ の 回 収11-13),家 庭 に お け

る電 力14-22),ガ ス23,24)と燃 料 オ イ ル25)の 節 約 な ど は よ く

注 目 され て い る環 境 配 慮 行 動 で あ った。 以 上 の よ うな行

動 に対 し,プ ロ ンプ テ ィ ング法,特 に フ ィー ドバ ッ クに

よ る効 果 が あ るか 否 か よ く検 証 さ れ た。

プ ロ ン プ テ ィ ン グ法(Prompting)と は,先 行 戦 略

(Antecedent strategy)の1つ で あ り,特 定 な行 動 を

誘 い出 す ま た は そ の頻 度 を増 やす た め に設 計 し,そ の行

動 の 前 に使 う合 図,メ ッセ ー ジ,ま た は デ バ イ ス で あ る。

プ ロ ンプ テ ィ ング法 は,行 動 変 容 を促 す の に有 効 で あ る

が,効 果 が極 小 で,短 期 的 で あ った26)。 そ れ に対 して,

WinettとKagel27)は,プ ロ ンプ テ ィ ン グ法 の 潜 在 力 を

生 か す 前 提 条 件,た と え ば,1)具 体,2)丁 寧,3)

顕 著,4)便 利 な ど が容 易 に は揃 え られ な か った の で あ

ろ う と強 調 した。

先 行 研 究 の レ ビ ュ ー に よ る と,エ ネ ル ギ ー消 費 に対

す る フ ィー ドバ ッ ク の 影 響 は様 々 で あ っ た。 多 くの 研

究,た と え ば,Russo28),Becker29),Blakely30)な ど は,

フ ィ ー ドバ ッ ク そ の も の が エ ネ ル ギ ー 消 費 に 効 果 が

な い こ と を 示 し た。 ―・方,保 護 ゴ ー ル 据 え 付 け29,31),

あ る い は 保 護 説 明32)と 合 同 し,あ る い は,イ ン ・ホ ー

ム ・モ ニ タ リ ング ・デ バ イ ス14,22,23,33)また は コ ン ピュ ー

タ24)に よ り提 供 さ れ た 場 合,フ ィ ー ドバ ッ ク は,10%

～15%の エ ネ ル ギ ー 節 約 を 引 き 起 こ した。Seligman

とDarley34),VanRaaijとVerhallen35),Van

HouwelingenとVanRaaij23),McCalleyとMidden31)

な ど は,即 時 の フ ィー ドバ ックが 有 効 で あ る と い う結 果

を 得 た。

先 行 研 究 の 対 象 と して は,家 庭,コ ミュ ニ テ ィ(省 エ

ネ,資 源 リサ イ ク ル),公 共 空 間(散 乱 ごみ の減 少)が

主 で あ るが,一 般 事 務 系 オ フ ィス は ま だ研 究 な さ れ て い

な い。 ま た,プ ロ ンプ テ ィ ング法 と フ ィー ドバ ッ クの経

年 効 果 を検 証 す る必 要 もあ る。

広 島 市 内 の 環 境 意 識 の 特 に は 高 くな い一 般 事 務 系 オ

フ ィ ス を実 験 系 と し,系 に対 す る資 源,廃 物 の 出入 りす

なわ ち物 質 収 支 を1995年 か ら2002年 ま で の8年 間 の継

続 実 態 調 査 と して 測 定 す る。 プ ロ ンプ テ ィ ング法 を用 い,

実 験 の 測 定 時 に具 体 的 ガ イ ド,口 頭 指 示,指 導 者 ・実 験

者 の 存 在,道 具 設 置 の方 法 で環 境 配 慮 行 動 を促 す。 ま た,

実 験 の 測 定 後 に実 験 の情 報 を フ ィー ドバ ック し,も っと

詳 し く行 動 を ガ イ ドして実 験 を行 う。 そ れ に よ って,ど

の よ う な行 動 変 容 が あ るか 現 場 実 験 と して 明 らか に し,

一般事務系オフィスの環境配慮行動に資することを目的

とする。

2.実 験 方 法

広島市内にある税理士事務所1社 を調査 ・実験系とし,

継続実態調査した。Table1に 実験期間を表した。1995

年 か ら2001年 までは毎年5日 間(月 ～金曜 日),2002

年 は5日 間を2回,勤 務時間(午 前9時 ～午後6時)中

に筆者 らが常駐 し,測 定項 目の物質収支を計測 した。毎

年5日 間のデータを年平均としては考えられないが,本

実験は現場実験として1社 の都合のよい期間に合わせて

実験 し,調 査期間をほぼ11月 頃にし,時 期による相違

の影響をないようにした。測定項目としては紙類,食

品 ・生活用品,電 力(1998年 か ら計測),勤 務時間,事

務設備,社 員の変化,延 べ床面積等実測可能な限りのあ

らゆるものとした。分析の中心 となるコピー用紙(1995

年 ～2002年)と 電力(2002年)に 関 しては,系 に対す

る 「導入部」 として上質紙 ・再生紙の使用量,「 内部」

としてうら紙使用量,事 務機器の使用電力量,「 送出部」

として資源ごみ ・可燃 ごみの排出量等を計測 し,調 査表

に記入 した。2002年 度 の期間8と 期間8’について,事

務機器数は以下のようで変化はなかった。コピー機(1

台:表 示消費電力1,500W),プ リンター(3台:680W,

800W,1,000W),デ スクトップパソコン(2台:145W,

200W),ノ ー トパソコン(6台:45W(3台),55W(3

台)),そ の他(12種 類)の 合計16種 類(31台)の 事務機

器の使用電力量に関してはそれぞれに対 して積算電力計

を用い筆者 らが計測し,そ の使用状況に関しては,電 源

を入れた時刻,作 業を行 った時刻,節 電機能を設定した

時刻等を配 られた調査表に社員が記入した。その後,環

境収支簿記5)と してまとめ環境負荷実態の解析を行 った。

毎実験期間の出社時刻の午前9時 と退社時刻の午後6

時 に2回 測定を行 った。初 日から4日 目までは当日午前

9時 から翌 日午前9時 までを,5日 目は当日の午前9時

Table1 Investigation periods
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Table 2 Experiment outline and promotion contents of environmental consideration actions

Table 3 Environmental balance accounting of the paper in period 8

から午後6時 までを,1日 使用 ・排出量とした。

Table2に 事務所の社長と社員に対する実験への呼び

かけあるいは環境配慮行動を促す事項を表 した。期間1

か ら期間8ま では筆者らが実験内容の文書を社長に渡 し

社長が口頭で全社員に伝達 した。2002年 は期間8の5

日間の計測後,そ の現状の説明と環境負荷削減のための

行動例の文書を社長と全社員に渡す新たな働きかけを試

み,翌 週の期間8’の5日 間にも計測を行った。

3.結 果 と 考 察

3.1環 境収支簿記と1社 の変化

期間中の実験結果をまとめた紙類に関する環境収支簿

記の代表例 として期間8の ものをTable3に 表 した。

系に対する導入部,内 部,送 出部 として構成されている

環境収支簿記の作成により企業における具体的な物質の

流れを明確に把握できた。実験前に行った事務所の社長

との面談で,社 長は実験に協力的な姿勢を示 してきた。

実験には協力的な姿勢を示 していたが,環 境配慮行動に

は積極的だとはいえなかった。社員は社長の支持により

実験に協力的であり,環 境配慮行動にも比較的積極的な

人もいた。それにより,社 員か ら直接に調査表を書き込

んでもらい,実 験の方法について 聞かれるなど正確な実

験に協力 してもらった。Table4に 示 したように期間1

か ら期間3ま ではほとんどの社員に入れ代わりがなく,

期間4か ら期間8’までは社員の入れ代わりが見 られる

ものの一部の社員はそのまま勤務 していることがわかる。

2000年 には事務所が移転する変化があり,移 転前には

社長と社員が同じ事務室で勤務していたが,移 転後には

社長(a)と 幹 部社員 一名(h)が 社長室で,そ の他の
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Table 4 The fluctuation on entering or leaving office of the employees, and the outline of the office

note) a:president, b•`s:employees

社員は別の事務室で勤務 していた。事務所の延べ床面積

は59.4m2か ら移転後157.3m2に 約3倍 広くなっていた。

3.2紙 類 における経年行動変容(期 間1～ 期間8):

紙類の導入 ・使用 ・排出

・ うら紙の使用

期間1に 実験用のうら紙発生箱と使用箱をコピー機の

近くに設置 し,ど の くらい利用 しているのかを調査 した。

期間2の 実験の打ち合わせのために直前に訪問 したとこ

ろ,う ら紙利用が構造的には行われていなかった。 しか

し,期 間3の 直前に訪問 したところ,期 間1と2で 実験

用として使ったダンボールのうら紙ボックスと同様のう

ら紙ボックスが既に常設され,社 員全員が使用 し始めて

いた。期間2の 後か ら継続 してうら紙ボックスが常設さ

れていることがわかった。以後か らはうら紙ボックスが

常にコピー機のす ぐそばに設置されていた。コピー用紙

(上質紙+再 生紙)の 使用量,う ら紙の使用量,う ら紙

使用率 について期間毎の変化をFig.1に 示 した。うら

紙使用率はうら紙使用量/(コ ピー用紙使用量+う ら紙

使用量)×100と して定義 した。期間1か ら期間8ま で

のうら紙使用率はそれぞれ26,8,24,21,29,8,6,0%

で あった。実験が始まった期間1は 高い値を示 していた

が,期 間2は 低い値を示 していた。 うら紙ボックスを常

設 し始めた期間3か らは期間5ま でうら紙使用率が3年

間継続 して25%前 後 の値を維持 していた。事務所を移

転 した2000年 度の期間6か らはうら紙ボックスは設置

されていたが,う ら紙使用率は10%以 下 に減少 してい

た。

うら紙ボックスを設置しうら紙を使用する行動を生起

するように促 した期間3か らは自発的にうら紙ボックス

を常設 し利用する行動変化が得 られた。 うら紙ボックス

の設置が社長(環 境配慮行動には消極的な姿勢を示 し

た)の 支持あるいはある社員の個人行動変化だとしても,

その後3年 間の持続的に高いうら紙使用率から考えると

ほとんどの社員にうら紙を使用する行動が生起 したと考

えられる。Table4に 示 したように期間1か ら期間5ま

では事務所の環境は変わらなかった。1つ の狭い事務室

に全社員が勤務 し,社 員同士にコミュニケーションがよ

Fig.1 Consumption change of the copy paper and the single-sided 

paper in every period
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りうまく行われたと考え られ,ま た毎期間(期 間1～

5)の 実験の模様が社員にす ぐキャッチできる状態で

あった。 うら紙ボックスの常設に加えて,そ の使用を促

したことの効果が相乗 したため,う ら紙使用率が大きく

なった。期間1か ら期間3ま では社員がほぼ同 じで,実

験の模様を見てうら紙ボックスを常設 し使用することに

促された可能性 もある。期間4か ら期間5ま では社員の

半分が新入社員であったが,彼 らは既存の社員がうら紙

を使用する行動を見て同様な行動を起こしたとも考えら

れる。事務所の移転により,期 間6か ら期間8ま での事

務所の環境は以前よりかなり変わった。約3倍 広くなっ

た反面,社 員の数はむしろ少 し減少 している。その上,

事務室が2つ に別れ,社 長 と社員1名 が奥の部屋で勤務

することになった。 もう1つ の部屋での既存社員は1名

で毎年新入社員の入れ代わりがあり,う ら紙使用の行動

が新入社員へ及ぼす影響力は低 くなり,う ら紙使用率が

かなり減少 したと考えられる。

・再生紙の導入

コピー用紙において,期 間1か ら期間6ま では上質紙

のみを購入 し使用 していた。期間7の2001年 か ら再生

紙を購入 し始めたが,ほ とんど使用 していなか った。1

社 においてコピー用紙を使用することは知的生産物5)を

生み出すため不可欠なことである。実際に再生紙は色が

悪いため,多 量の書類を外部(取 引先)へ 渡す本実験系

のような企業では取引先に対する用紙の印象のために再

生紙の導入は困難だったようである。

。資源ごみの排出

広島市のごみ排出基準4)によるとコピ―用紙 は普通の

サイズは紐で縛 り紙 くずは封筒に入れ紐で縛 り資源ごみ

として排出し,資 源化できない紙 ごみに関しては可燃 ご

みとして排出することが求められている。

I社 では可燃 ・不燃 ・資源ごみ(缶 ビン)用 の3つ の

ごみ箱はあったが,紙 類の資源ごみ箱がなかった。1社

では,全 社員の机のそばに個人のごみ箱(ほ とんどが紙

類のごみであった)が あり,ま た事務室か らは見えない

狭い多用途室に可燃 ・不燃 ・資源(缶 ビン)ご み用の3

つのごみ箱が置かれていた。紙類の資源ごみの場合,床

にごみ箱を設置するのではな く棚に新聞,雑 誌,ダ ン

ボールなどを置き適量になるとまとめて捨てる状態で

あった。Fig.2に コピ―用紙のごみ排出量の期間毎 の

変化を示した。コピー用紙の資源ごみ排出率(資 源ごみ

排出量/(資 源ごみ排出量+可 燃 ごみ排出量)×100)に

ついては,期 間1が13%,期 間2が6%,そ の他の期

間が0%で,期 間を問わず低い状態が続き,資 源化可能

ごみがほとんどすべて可燃ごみとして排出されていた。

発生したごみは社員個人のごみ箱に入れそのまま多用途

室の可燃 ごみ箱に捨てる状況ではあったが,1社 では根

本的に守秘義務を要する書類が多い状況であったので,

書類の資源化分別はほとんど取り組まれなかった。

3.3電 力 と紙類における短期の行動変容(期 間8～ 期

間8’)

3.3.1環 境負荷削減のたあの改善策の提案

期間1か ら期間5ま で効果があったうら紙使用につい

ても期間6か らはその使用率が減少したことから,環 境

面から評価した期間8の 現状と環境負荷削減のための具

体的な改善策を筆者 らが1社 に提案 し,期 間8’にどの

ような行動変容が起 きるか実験を行った。 「前回(期 間

8)の 調査結果と環境負荷削減のたあの具体的な行動例

を示した説明書」(A4用 紙3枚)を 作成 し,期 間8’の初

日に社長と社員に配 り筆者らが協力を求めた。

期間8の 調査結果として,ご み組成と使用電力量につ

いての現状を事務所に知らせ,期 間8’では積極的に環

境負荷削減に取 り組むことを促した。

Fig. 2 Discharge change of the copy paper refuse in every period
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Fig. 3 The electric power use by business machines in period 8 and 8'

環境負荷削減のたあの具体的な行動例 として,コ ピー

用紙については,う ら紙(う ら紙ボックスまでの距離を

短 くするために,う ら紙使用例を示 し,う ら紙使用箱を

もう1つ 奥の社長室に設置するので利用に努める)と 紙

ごみ(ご みの分別表を示 し,コ ピー用紙の資源ごみ回収

ボックスを設置するので分別に努める)な どに関する取

り組み策を提案 した。電力については,以 下のように提

案 した。(1)コ ピー機:時 間に余裕のあるものは何部か

溜めてか ら一度 に使用 し,節 電機能を利用する。(2)プ

リンター:時 間に余裕のあるものは何部か溜あてから一

度に使用 し,未 使用時は電源を消 し,帰 宅時には必ず電

源が切れてい るか確認する。(3)デ ス ク トップパ ソコ

ン:未 使用時は電源を消す,ま たは節電機能の設定を行

うかモニタ―を消 しておく。(4)ノ ― トパソコン:節 電

機能の設定 を行い,帰 宅時 には必ず電源を切 る。(5)そ

の他にも,環 境への取 り組みに心掛ける。

3.3.2紙 類 についての行動変容

Fig.1に 示 したように期間8’の うら紙使用率は1%

であり小さく,期 間8と 変わらなかった。再生紙につい

てもほとんど使用されず,期 間8と 変わらなかった。資

源ごみ回収 ボックスとごみ排出の分別表を設置 したと

ころ,コ ピー用紙の5%(Fig.2),新 聞 ・雑誌 ・ダン

ボールの7%し か資源化分別されず,ほ とんど行動変容

は見 られなかった。

3.3.3電 力 についての行動変容

期間8と 期間8’ における事務機器の総使用電力量

(それぞれの測定時間は105h)は,期 間8が41.7kWh,

期間8’ が38.2kWhで あ った。 コピー用紙について期

間8’(8,154g)は 期間8(4,641g)に 比べ約1.8倍 使用

されていたが(Fig.1),事 務機器の総使用電力量につ

いては期間8’が期間8の0.9倍 で,む しろ減少 している

ことがわかった。 コピー用紙(A4)1枚 あたりの全事

務機器の使用電力量は期間8が0.34W/枚,期 間8’が

0.18w/枚 になり,約 半分が削減でき,電 力については

大きな行動変容が見られた。各事務機器の使用電力量を

Fig.3に 示 した。

(1)コピー機

期間8と 期間8’の使用電力量はそれぞれ15.9,14.7

kWhで あ った。両期間中に電源がず っとついていた。

使用時間は0.9hか ら0,4hに 減少 してお り,節 電時間

は89.4hか ら95.5hに 増加 していた。期間8’のコピ―

用紙使用量が期間8よ り増えていたことから判断すると,

溜めてからコピーしたことにより使用時間を減らし,さ

らに節電機能をよく使い,使 用電力量が削減できていた。

まとめてコピーすることは現実の業務でなかなか受け入

れがたいと最初思われたが,実 際の業務の中で実験的に

行 ってみたところ受け入れてもらえ節電に繋がっている

ことがわかった。

(2)プ リンター

3台 のプ リンターについて,期 間8と 期間8’の使用

電力量はそれぞれ7.6,5.OkWhで,期 間8’には減少 し

ていた。期間8の 起動回数15回 は期間8’には31回 に

増え,電 源のついた時間を172.Ohか ら92。6hに 約 半分

削減 していた。使用時間は2。8hか ら4.5hに 増 えてい

たにもかかわらず使用しない時は電源を消しておく行動

がよく行われており,そ の結果,使 用電力量が多く削減

できていた。しか し,期 間8’でも使用時間に比べ電源

のついた時間が非常に長かったため,今 後さらなる節電

に取 り組むべきである。

(3)デスク トップパソコン

2台 のデスク トップパソコンについて,期 間8と 期間

8’の使用電力量はそれぞれ1.5,0.9kWhで,期 間8’に

は減少 していた。使用時間 は0.3hか ら2.3hに 増 加 し

たが,電 源のついた時間を11.Ohか ら4。7hに 半分以上

削減することにより使用時間率(使 用時間/電 源のつ

いた時間 ×100)が2%か ら50%に 増加 し,期 間8’は
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使用電力量が削減できていた。

(4)ノー トパソコン

6台 のノー トパソコンについて,期 間8と 期間8’の

使用電力量はそれぞれ5.7,6.2kWhで,期 間8’には増

加 していた。期間8の 起動回数30回 が期間8’には21

回 に減り,電 源のついた時間が165.Ohか ら183.8hに

増 加 していた。使用時間が134.6hか ら127.5hに 減 少

し,使 用しない時にも電源を付けておいて使用電力量が

増加 していた。1社 ではノー トパソコンを主に使用 して

いたので,不 便にならないように常に電源をつけておい

て使える状態にしておいたのである。

(5)その他

電気スタンド,コ ーヒーメーカー,電 気ポット,テ レ

ビ,CDラ ジカセ,掃 除充電器,LAN,空 気清浄機,自

転車充電器等についてはその使用電力量が少なく,ほ と

んど変化 は見 られなかった。電気 ポットの場合,期 間

8’にはお茶の接収量が増加 したのでその利用が多くなっ

たことによる変化である。

以上のように,コ ピー機は溜めてからコピーし,プ リ

ンター,デ スクトップパソコンは未使用時に電源を積極

的に消 したため,多 くの使用電力量が削減できていた。

一方
,ノ ー トパ ソコンは各個人が常に使用できる状態に

しておいたため節電機能はほとんど使われず使用電力量

が削減できなか った。 コピー機,プ リンター,デ スク

トップパ ソコンのように間歇的に使用するものは節電に

取 り組みやす く,ノ ー トパ ソコンのように長時間にわ

たって半継続的に使用するものは節電に取 り組みにくい

傾向のあることがわかった。半継続的に使用するものに

ついて,ど のような取 り組みが有効であるかは今後の課

題となろう。

4.ま と め

本研究では,一 般事務系オフィスを実験系 とし,プ ロ

ンプティング法とフィー ドバック法が一般事務系オフィ

ス社員の環境配慮への行動変容を引起す効果があるか否

かについて調査 ・分析された。その結果,プ ロンプティ

ング法としてのうら紙ボックスの設置により,社 員がう

ら紙ボックスを常設するようになり,う ら紙を使用する

行動を生起する経年効果が見 られた。期間8’で利用 し

た即時フィー ドバック法プラス具体的な行動例示によっ

ては,う ら紙の使用と紙 ごみの資源化についての行動変

容はほとんど見 られなかったが,コ ピー機,プ リンター,

デスク トップパソコンの使用には行動変容が観測され,

電力の節約に有効であることがわかった。
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Abstract

Actual conditions of environmental balance (input and output) of an office, which was regarded 
as having no strong environmental consciousness, were measured continuously over a period of eight 

years (1995-2002). Following field measurements, we analyzed and clarified effects of some behav-
ioral analysis methods, such as prompting and feedback, on behavioral changes of office members to 
environmentally conscious actions. By installment of boxes for paper that was printed on a single 
side, much was used. Nevertheless, recycled paper was seldom purchased. Furthermore, waste paper 

was seldom classified and was not thought of as a recoverable resource. Instead, it was cast away as 
a combustible. Effects of installing the boxes for half-used paper on behavioral changes of office 
members to use single-sided paper disappeared over three years because of the change in office 
members and the office arrangement. The method of real time feedback together with detailed 
instructions on environmentally concerned actions caused behavioral changes in use of copy ma-
chines, printers, and desktop computers, thereby reducing electricity consumption. On the other 
hand, the electricity that was consumed by laptop computers increased. Consequently, our findings 
showed the following tendency: it is easier to reduce electricity consumption by changing the 
methods of use of infrequently used business machines, such as copy machines, printers and desktop 
computers than those of frequently used equipment, such as laptop computers.

Key words: behavioral changes, prompting, feedback, field experiment
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